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１．会社紹介
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◼ 再生可能エネルギー電源（太陽光、風力、木質バイオマス、地熱）の開発・運営に特化

◼ 2018年2月、東証一部に市場変更

レノバ会社紹介

本社所在地 東京都中央区京橋二丁目2番1号

取締役会長 千本 倖生

代表取締役
社長CEO

木南 陽介

設立 2000年5月30日

資本金 2,279百万円

証券取引所 東京証券取引所市場第1部

証券コード 9519

事業内容 再生可能エネルギー

従業員数 267名（連結）

会社概要（2021年6月末時点） 再生可能エネルギー発電
（自社で発電所を開発し保有）

バイオマス

陸上・洋上風力

太陽光

地熱

売電

電力会社等
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ミッション / 経営理念

グリーンかつ自立可能なエネルギー・システムを構築し

枢要な社会的課題を解決する

ビジョン/ 目指すべき企業の姿

日本とアジアにおけるエネルギー変革の

リーディング・カンパニーとなること
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創業の想い／背景

代表取締役社長 CEO  木南陽介

◼ 学生時代より環境課題とビジネスの両面に携わり、
環境ビジネスでの起業を志す

◼ 京都大学総合人間学部人間学科卒業
（主専攻：環境政策論、副専攻：物質環境論）

◼ マッキンゼー・アンド・カンパニー・インク・ジャパンを経て、
2000 年 5 月株式会社レノバを設立

◼ 環境課題をビジネスを通じて解決することを目指す

◼ 再生可能エネルギー事業を通じて、グローバルな環境課題の解決と、地域の経済や社会の活性

化につながる仕組み作りを常に志向
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◼ 会社設立以降、環境エネルギー分野の成長領域に特化した事業を展開

◼ 現在は再生可能エネルギー事業に100%の経営資源を集中

レノバの事業の変遷

事業の変遷と連結総資産の推移イメージ

連
結
総
資
産
（
イ
メ
ー
ジ
）

創業

再生可能エネルギー事業

現在

2000 2005 2010 20212015

◼創業より一貫して環境ビジネスに特化

◼2012年に再エネ事業に参入

◼大規模太陽光及びバイオマスの開発
実績は業界トップクラス

調査・コンサルティング事業

プラスチックリサイクル事業

2017年2月、
東証マザーズ上場

2018年2月、
東証一部に市場変更
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◼ 2017年マザーズ上場/2018年東証一部上場を経て、ガバナンス体制も転換

◼ 取締役会は、ダイバーシティを重視した経験豊富なプロフェッショナルにより構成

◼ 社外取締役が過半数を占める、モニタリング型の取締役会

再エネ専業化・上場に伴うガバンナンス体制の先進化
（2021年6月18日時点）
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◼ 2017年の再エネ専業化以降、新たな再生可能エネルギー発電所が継続的に着工・運転を開始し、

売上収益・総資産額ともに順調に成長。2021年3月期は過去最高を更新*1

◼ 2022年3月期は、2発電所の運転開始に伴い、売上収益は300億円に達すると予想

直近5年間のレノバの売上収益・総資産額の推移
（2021年5月11日発表）
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*1 2021年3月期の売上高及び各段階利益は、国際財務報告基準（IFRS）を適用。

2,205億

205億

約300億
（予想）
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２．リサイクルワン時代の取組
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創業当初の社会状況

①廃棄物業界の企業経営を改善
• 廃棄物業界へのコンサルティング事業

容器包装リサイクル法の施行
（2000年）

京都議定書の発効（ 2 0 0 5年）

② リサイクルインフラを構築
• プラスチック・リサイクル事業

③ 温暖化対策の取組を促進
• カーボン・オフセット事業

：主な事業領域
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リサイクルワンの事業展開イメージ
（2013年時点）

一貫して環境
課題への取
組を軸として
事業を展開

２０００年～ ２００５年～ ２０１０年～ ２０１５年～

プラスチック・リサイクル事業
へ本格参入

創業

環境コンサルティング
事業化支援

カーボン・オフセット事業
の強化

CDM事業の本格展開

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ﾘｻｲｸﾙ工場の建設・運営

被災地ｸﾚｼﾞｯﾄの取扱い

廃棄物業界に事業支援
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◼ 当時、世界最先端の欧州の「ソーティングセンター（高度・集中選別施設）」の

技術を日本に導入し、廃棄物処理の高度化を実現

◼ 受け入れたプラスチックの圧縮・選別・再商品化まで一貫して行うことで高速・

大量・効率的なリサイクルが可能に

プラスチック・リサイクル事業の概要
（2016年事業譲渡済）

ソーティングセンターのイメージ

ソーティングセンターの核となる
自動選別機

圧縮施設 選別

粉砕

洗浄

造粒

利用者

受

入

利用者日本版ソーティングセンター

ベルトコンベアで一気通貫で実施
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◼ 国内約110社のカーボンオフセットに関与し、累計約65万 t-CO2の削減に貢献

◼ 国内外の約150のCO2削減プロジェクトからクレジットを調達

カーボン・オフセット事業の概要
（2016年当時）

韓国
ガンウォン風力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

日本
長野太陽光発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ニカラグア

地熱発電プロジェクト

フィリピン
Bangui湾 風力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ アルゼンチン

パタゴニア地方風力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ブラジル
ARAPUCEL 小水力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

インド
LHSF バイオガス発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

主要なCO2削減プロジェクト
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カーボンオフセット事業でご一緒した主な会社

http://www.yahoo.co.jp/_ylh=X3oDMTB0NWxnaGxsBF9TAzIwNzcyOTYyNjUEdGlkAzEyBHRtcGwDZ2Ex/r/mlg
http://natural.lawson.co.jp/
http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://fluent.co.jp/contents/seminar/2003user/images/hp.gif&imgrefurl=http://fluent.co.jp/contents/seminar/2003user/vendor.html&usg=__DCZfZQeyLGJx1m1ldbDZ5BROyFQ=&h=688&w=731&sz=28&hl=ja&start=3&um=1&tbnid=OqbDuQOKGK_jOM:&tbnh=133&tbnw=141&prev=/images%3Fq%3D%25E3%2583%2592%25E3%2583%25A5%25E3%2583%25BC%25E3%2583%25AC%25E3%2583%2583%25E3%2583%2588%25E3%2583%2591%25E3%2583%2583%25E3%2582%25AB%25E3%2583%25BC%25E3%2583%2589%26um%3D1%26hl%3Dja%26lr%3D%26sa%3DG
http://www.sumishinam.co.jp/index.php
http://www.nipponkoa.co.jp/index.html
http://www.kataoka.com/index.html
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３．再エネ専業へ転換



東日本大震災の発生（2011.3.11）
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◼ 東日本大震災の当日午前に閣議決定された「再エネ特措法（2012年7月施

行）」に基づき、固定価格買取制度（FIT制度）が開始

◼ FIT制度による事業環境の変化に伴い、国内再エネ事業に本格的に参入

固定価格買取制度の開始による再エネ事業への本格参入
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日本の電源ごとの再エネ導入量と再エネ比率の推移*1（億kWh）

バイオマス

地熱

風力

太陽光

水力

右軸：再エネ比率

*1 資源エネルギー庁 総合エネルギー統計よりレノバ作成
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◼ 運転中・建設中*1 ・開発中*2の事業は国内外26事業。設備容量は合計で約1.8 GW=1,800 MW

レノバの運転中・建設中*1・開発中の事業
公表可能な事業

*1 EPC契約書上で工事の着手日を迎えた事業については、着工済み及び建設中フェーズとして表記 * 2 開発状況や進捗に伴い、変更遅延又は中止となる可能性がある
*3 他社が開発をリードしている事業 *4 規模・運転開始年は見通しが立った段階で改めてお示しします

運転中・建設中・開発中*2の事業のマップ（ ）は運転開始予定年月

（2021年9月時点）

中部・近畿

運
転
中

建
設
中

菊川（石山・堀之内谷）
計16.9 MW

四日市
21.6 MW

御前崎港
75.0 MW（2023年7月）

四国

建
設
中

徳島津田
74.8 MW（2023年3月）

海外

建
設
中

フィリピン：キアンガン
17.4 MW（未定）

ベトナム：クアンチ
144.0 MW

（2021年10月末）

九州

運
転
中

建
設
中

開
発
中

苅田
75.0 MW 

九重
25.4 MW

大津
19.0 MW

苓北
約50 MW（2024年頃）

南阿蘇湯の谷*3

2.0 MW（2022年12月）

人吉
20.8 MW（2023年3月）

唐津
49.9 MW（2024年12月）

北海道

開
発
中

函館恵山
規模未定（未定）

関東

運
転
中

調
査
中

水郷潮来
15.3 MW

富津
40.4 MW

那須塩原
26.2 MW

那須烏山
19.2 MW

いすみ市沖*4

[350-450] 

MW（未定）
開
発
中

東北

運
転
中

建
設
中

軽米尊坊
40.8 MW（2021年10月）

石巻ひばり野
75.0 MW（2023年5月）

仙台蒲生
約75 MW（2023年11月）

軽米西
48.0 MW

軽米東
80.8 MW

秋田
20.5 MW

阿武隈*3

約150 MW（未定）

由利本荘*4

約[700] MW（未定）

凡例

太陽光 バイオマス 洋上風力 陸上風力 水力 地熱
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レノバ初の再エネ発電：水郷潮来ソーラー

所在地 茨城県潮来市

発電
容量

15.3MW

年間
発電量

1,470万kWh

（4千世帯分）

CO2

削減量
年間5,500トン

運転
開始

2014年2月

事業概要

◼ 当時で関東地方で最大級のメガソーラー発電所として運転を開始

◼ 見学用の展望台の設置・隣接する道の駅の防災拠点化・地域の公園整備等

への寄付など、地域との共存を図る事業モデルの実現を目指す

潮来市
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レノバ初のバイオマス発電：秋田バイオマス発電所

所在地 秋田県秋田市

発電
容量

20.5MW

年間
発電量

13,000万kWh

（3万世帯分）

CO2

削減量
年間77,000トン

運転
開始

2016年7月

事業概要

◼ 地元金融機関の融資（事業費の60％以上）を受け、地元の産廃処理事業者で

あるユナイテッド計画などと共同で事業を実施

◼ 燃料の7割(15万トン/年)を秋田杉未利用材で賄うことで、地域の経済に貢献

秋田市
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レノバ初の地熱発電：南阿蘇湯の谷地熱発電所（建設中）
（2021年9月時点）

◼ 熊本地震も挟む足掛け7年に及ぶ開発の成果として2022年12月運転開始に

向け、工事が進捗

◼ 地熱案件では国内初のプロジェクトファイナンスを活用して事業を組成

南阿蘇村

*1 現状の計画であり、変動する可能性がある

所在地 熊本県南阿蘇郡南阿蘇村

発電
容量

2.0MW

年間
発電量

約1,480万kWh

（約4千世帯分）

CO2

削減量
年間5,500トン

運転
開始

2022年12月

事業概要*1

噴気試験の
様子
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◼ 昨今の再生エネルギー市場拡大の後押しを背景に、洋上風力及び海外事業を成長領

域として投資を加速

レノバの成長イメージ
事業規模（2021年9月現在）

地熱・水力も
長期的視点で推進
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カーボンニュートラル実現に向けた各分野の導入目標
「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2020年12月発表、2021年6月改訂）

世界をリードする強いメッセージ
(「地球温暖化対策推進法(温対法)」に2050年脱炭素実現を規定)
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◼ レノバがターゲットとしているアジア各国においても、脱炭素化に向けて再生可能エネ

ルギーの導入計画が進展し、市場は大きな成長が見込まれる

アジアにおける再エネ市場の成長見通し
ターゲット国の再エネ比率／導入量の推計（2021年5月時点）

*1 Power Development Plan 8 よりレノバ推計 *2 第5次再生可能エネルギー基本計画及び各種記事よりレノバ推計
*3 INDONESIA ENERGY SECTOR ASSESSMENT, STRATEGY, AND ROAD MAP UPDATE (ASIAN DEVELOPMENT BANK, DECEMBER 2020)よりレノバ推計
*4 PHILIPPINE ENERGY PLAN 2018-2040におけるClean Energy Scenario及び記事等を元にレノバ推計。水力含む
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４．洋上風力への注力
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◼ 2020年12月に、政府は洋上風力発電の導入目標として以下を掲げた
― 年間1 GW程度の区域指定を10年継続

― 2030年までに10 GW、2040年までに浮体式も含む30 GW～45 GWの案件を形成

する

日本政府が発表した洋上風力の導入目標
「洋上風力産業ビジョン（第1次）」（2020年12月発表）

*1 IEA Offshore Wind Outlook 2019を基にレノバ作成

30 GW～45 GW
（2040年まで）

10 GW
（2030年まで）

政府の洋上風力発電の導入目標 2040年の各国の洋上風力発電の導入予測*1
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再エネ海域利用法による各海域の選定・指定状況*1

（2021年9月時点）

*1 経済産業省第68回調達価格等算定委員会資料から抜粋

事業者選定済み

約5GW

に到達

促進区域
指定

有望な区域
選定

都道府県等か
らの情報収集

協議会の
実施等

公募受付
開始

事業者
選定
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洋上風力の主力電源化のポイント

インフラ整備

導入量（目標）

大型化
※風車など

習熟・産業化
※開発、建設、運転･維持管理等

⚫ 基地港湾等の整備

⚫ 全国大での系統増強

⚫ 2040年に最大45GWの導入を
目指す世界有数の目標を設定

⚫ 世界の市場動向と歩調を合わせ
つつ、インフラにも目配せした進
展が求められる

⚫ 経験を重ね、日本に適した条件･
仕様などを追求する必要

⚫ 併せてサプライチェーン形成が肝

②

③

④

⑤

海域利用ルール ⚫ 再エネ海域利用法の制定
※公募の開始

①
済

済

着手

産業界
の役割

コ
ス
ト
低
減

環
境
整
備
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アジアにおける洋上風力サプライチェーンの争奪戦の様相*1

GE：2019年7月
⚫ GEとしてアジア初の洋上風力タービン工場を広東省に建設することを決定

(2021年生産開始予定) ※生産予定機種：Haliade – X 12MW

⚫同時に、洋上風力運用･開発センターの開設も決定

Siemens Gamesa：2019年9月
⚫ Siemens Gamesaとしてアジア初の洋上風力ナセルアセンブリ工場を台中に建設することを決
定（2021年生産開始予定：SG 8.0-167 DD）⇒2021年8月：ナセル組立開始

⚫ 2020年5月には第2期工場の整備を公表。24年製造開始予定 (生産予定機種：SG14-222 DD) 

で、年産2GW (130～150機) の半分を海外市場に供給する計画

2021年2月

⚫韓国・文在寅大統領が、2030年までに
8.2GWの洋上風力団地整備計画を公表

2021年5月

⚫韓国・文在寅大統領が、蔚山市による浮
体式洋上風力導入計画（2030年までに
6.0GW）について、「(実現すれば)洋上風
力の五大強国に近づく」と指摘

*1 各社プレスリリース、報道を基にレノバ作成
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レノバが目指す「日本における洋上風力の『モデル』」

共存共栄
（地域）

大型化
（コスト低減）

サプライチェーン
（競争力・レジリエンス）

人材
（案件形成加速・競争力）

事業起点で産業界
一体で取り組む必要
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◼ 先行する欧州・海外の知見のみならず、日本の個別海域に独特の課題をクリアして事

業を最適化するためのエンジニアリングや知見が必要

◼ レノバは両面に対応できる競争力ある体制／人材／経験を保有

レノバが考える国内洋上風力事業の開発に求められる知見

常にフロントランナーのポジションを確立
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◼ 他社に先駆けて獲得した強みを梃子に由利本荘洋上風力事業に臨むと共に、蓄積さ

れた知見を2件目以降の事業に全て投入し、持続的な成長を実現

レノバの国内洋上風力事業の拡大・成長のイメージ
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◼ レノバがリードで開発する秋田県由利本荘市沖における大規模洋上風力事業

◼ 2021年5月に、公募占用計画を提出

秋田県由利本荘市沖洋上風力事業（開発中）
（2021年9月時点）

由利本荘市

秋田県

秋田市

にかほ
市

由利本荘市

有望な区域選定のための情報収集
（2019年2月より開始）

有望な区域を選定

協議会における
調整

国による詳細調査

適合性評価、公告／意見聴取のうえ
促進区域の指定

促進区域の
指定

プロセス

公募占用指針を作成

公募の実施／公募占用計画の提出

2段階の審査及び評価を経て
事業者選定

公募
プロセス 6ヶ月~*2

5ヶ月~*2

にかほ市

設備
容量

約 [700] MW*1

出資者

◼ レノバ（リード事業）
◼ コスモエコパワー
◼ JR東日本エネルギー開発
◼ 東北電力

*1 公募の実施を踏まえ、由利本荘洋上風力事業のスケジュールは未定であり、規模は暫定値
*2 海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域に係る公募占用指針についてより
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◼ レノバがリードで開発する千葉県いすみ市沖の大規模洋上風力事業

◼ 2018年より地域関係者との協議を開始。2020年より風況観測及び音波調査を開始。

風況は継続観測中

千葉県いすみ市沖洋上風力事業（調査中）
（2021年9月時点）

候補海域
太東・大原沖
（離岸距離約3km以上）

設備容量*1 [350- 450] MW

基礎形式 着床式

風車規模*2 1機あたりの出力
[9.5- 15] MW

レノバがリードで開発する2事業目の洋上風力事業。
地域との共存共栄の理念をもとに、事業実現を目指し推進中

いすみ市

大原漁港

太東漁港

想定
事業エリア

事業概要*1 *2事業エリアの概要*2

*1 いすみ市沖洋上風力事業のスケジュールは未定であり、規模は暫定値
*2 現状の計画であり、変動する可能性がある
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５．アジアを中心とした海外展開の強化
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◼ アジアでいち早く洋上風力の導入目標を示した台湾にて、政府主導のパイロットプロジ

ェクトの一つであった洋上風力事業への参画を2014年に決定

◼ スケジュールの遅延や環境影響評価の却下を受けて、事業からの撤退

過去の検討案件：台湾での洋上風力事業

2014年

2016年

2017年

2017年

レノバ参画

現地企業による出資

同企業に加え、欧州再エネ企業と
の間で仕切り直し協議

環境影響評価が却下→レノバ撤退

開発経緯

現地洋上風力企業が
リードの合計約
120MWのプロジェクト

参画した洋上風力事業
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◼ レノバ初の海外・陸上風力案件として、現在も順調に工事が進む

◼ 現地の電力工事・発電事業者であるPCC1 *1と共同事業として実施し、ADBやオースト

ラリア政府傘下のExport Finance Australia、JICAから融資を受ける

レノバ初の海外再エネ案件：ベトナム・クアンチ陸上風力事業（建設中）
（2021年9月時点）

所在地
（予定）

ベトナム
クアンチ省ヒュンホア区

発電
容量

144.0MW

運転
開始
（予定）

2021年10月末

事業概要*2

*1 Power Construction Joint Stock Company No.1  

*2 現状の計画であり、変動する可能性がある
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◼ レノバ初の小水力案件として、2021年8月に融資契約締結を公表

◼ 現地の大手再エネ発電事業者*1及び大手建設・エンジニアリング会社*2と共同事業とし

て実施し、フィリピン開発銀行などから融資を受ける

レノバ初の小水力発電：フィリピン・キアンガン水力事業（建設中）
（2021年9月時点）

所在地
（予定）

フィリピン
イフガオ州キアンガン市

発電
容量

17.4MW

運転
開始
（予定）

2023年6月末

事業概要*3

*1 Alternergy Renewables Corporation

*2 Santa Clara International Corporation

*3 現状の計画であり、変動する可能性がある

取水堰設置
予定地

護岸工事の
様子
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◼ エンジニアリング機能を内製化していることで、スピーディかつ適切な事業開発を推進

できることが、アジアのパートナーから高い評価を受けている

◼ 相互の文化理解のうえ、開発から運営まで長期のパートナーシップが可能

海外事業開発におけるレノバの強み

一気通貫の
事業開発・運営力

高度なエンジニアリング
機能

アジア文化の理解
／共存共栄の姿勢

アジアにおいてレノバがパートナーに選ばれる理由

◼開発、エンジニアリング、ファイナンス、オペレー

ションなど幅広い機能を保有し、パートナリング

において柔軟な機能補完が可能

◼再エネエンジニアを内製することで、スピーディ

かつ適切な事業検討が可能

◼現地パートナーとの納得感ある対話が可能

◼人材の現地化により、事業環境や文化を十分

に理解したうえで開発を行うことが出来る

◼共存共栄の姿勢による相互理解の促進
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６．新規事業の創出
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◼ 再生可能エネルギー発電事業に次ぐ、将来の柱となる事業を創出・育成すべく、2021

年4月にインキュベーション室を設立

◼ 脱炭素分野を中心としながら、社会課題をビジネスベースで解決する幅広い領域を開

拓中

新分野への展開／取組

再エネ電源の
高付加価値化事業

再エネ発電以外
での脱炭素化事業

CO2の吸収・利用
事業

◼ 競争力のある再エネ由来の水素・アンモニア等の製造・供給

◼ 「エネルギーの低炭素化」を基軸にした街づくり
◼ Post FIT後の再エネ「利用」を見据えた事業

◼ 海水淡水化、その他水事業 等

◼ 環境負荷を最小化した漁業等の食料事業

◼ 物流の燃料変更（バイオ燃料の供給等）
◼ 新素材の製造・利用 等

◼ 森林・海洋・農地・CCS等によるCO2吸収及びカーボンクレジット

による経済価値化
◼ 製造工程等へのCO2供給 等

検討する事業カテゴリ 検討する事業の例

パートナー企業を募り、FS、実証、共同事業等を実施する方針
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7．2050年カーボンニュートラル実現に向けて
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◼再生可能エネルギーの最大限の活用
― 特に洋上風力の導入を官民一体となって進めることが重要

― そのためには、競争力のある国内サプライチェーン形成が不可欠

◼サプライチェーン自体の脱炭素化
― 再エネ電力やグリーン水素の活用を推進することで、再エネ導入と産

業(サプライチェーン)の脱炭素化の好循環を生み出す

◼アジアにおける「脱炭素」事業の推進
― 国内で培った開発ノウハウや競争力あるサプライチェーンを裏付け

としたアジアにおける脱炭素事業の展開(輸出)

2050年カーボンニュートラル実現に向けて


